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２００１年２月期    中間決算短信（連結）            2000 年 10 月 12 日 
 
上 場 会 社 名        イオンクレジットサービス株式会社              上場取引所 東証（市場第一部） 
コ ー ド 番 号         8570                                      本社所在都道府県 東京都 
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役経営管理本部長 
        氏      名 浅 井 啓 志      ＴＥＬ (03)5281－2056 
決算取締役会開催日 2000 年 10 月 12日 
親会社名  ジャスコ株式会社（コード番号：8267 ）                親会社における当社の株式保有比率  50.3 ％ 

 
１． 2000年 8 月中間期の連結業績（2000 年 2 月 21 日～2000 年 8 月 20 日） 
(1) 連結経営成績            （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
 営業収益 営業利益 経常利益 
 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

百万円   ％ 
３３，７１８（１２．８） 
２９，８９３（１７．０）   

百万円   ％ 
８，５０６（３０．５） 
６，５１７（２７．７） 

百万円   ％ 
８，６３９（３０．９） 
６，６０２（３２．６）  

2 0 0 0 年 2 月 期 ６２，３９０（１６．５） １５，５３６（３６．１） １５，５１２（３７．７） 
 
 中間(当期)純利益 １株当たり中間 

(当期)純利益 
潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

百万円   ％ 
４，６７８（４４．３） 
３，２４１（３４．９）          

円  銭 
９８ ３６  

    １３６ ３０  

円  銭 
     ―  ― 
     ―  ― 

2 0 0 0 年 2 月 期 ７，６００（３４．８） １５９ ７８       ―  ― 
 (注)①持分法投資損益 2000年 8 月中間期  ５百万円  1999年 8 月中間期 △０百万円 2000 年 2月期  ５百万円 
     ②中間期末の有価証券の評価損益２，８８５百万円    中間期末のデリバティブ取引の評価損益△５５９百万円 
     ③会計処理の方法の変更   無 
    なお、1999 年 2月期より税効果会計を適用しております。 
     ④営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

百万円 
３０４，３６０ 
２６８，２３２ 

百万円 
６０，０２９ 
５２，２２２ 

％ 
     １９．７ 
     １９．５ 

円   銭 
 １，２６２  ０４ 
 ２，１９５  ８３ 

20 0 0 年 2 月 期 ２８１，２６３ ５６，１０７ １９．９ １，１７９   ５７ 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営業活動による         

キャッシュ･フロー 
投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

百万円 
△１５，３１９   
― 

百万円 
△２，６６３   
― 

百万円 
１８，９０５   
― 

百万円 
１０，５６９   
― 

2 0 0 0 年 2 月 期 ― ― ― ９，７８４ 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 9社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数 1 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) 1 社 (除外)  －社  持分法 (新規) －社 (除外) －社 
 
２．2001 年 2 月期の連結業績予想（2000 年 2 月 21 日～2001 年 2 月 20 日） 
 営業収益 経 常 利 益 当期純利益 

通 期 百万円 
７０，５００ 

百万円 
１９，５００ 

百万円 
１０，６００ 

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）２２２円８５銭 
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１．企業集団の状況 
 
  当社の企業集団は、当社及び連結子会社９社並びに関連会社２社（以下当社グループ）で構成され、 
 当社の親会社である、ジャスコ（株）を始めとする小売業等と一体となり、それぞれの地域において、 
 総合あっせん、個品あっせん、融資、保険代理店事業等を内容として、各社が顧客と直結した事業活動を 
 展開しております。 
 
 
  当社グループの事業の種類別とその概要、及び当社グループ各社との関連を以下に図示しております。 
 
 
 
 

          総合あっせん、個品あっせん、融資等 

 総合あっせん、個品あっせん、融資等  
           ・エー・シー・エス・ファイナンス（株）（日本） 
           ・AEON CREDIT SERVICE (ASIA) CO.,LTD（香港） 
           ・AEON THANA SINSAP (THAILAND) CO.,LTD（タイ） 
           ・ACS CAPITAL CORPORATION LTD.（タイ） 
           ・ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.（マレーシア） 
           ・AEON CREDIT SERVICE (TAIWAN) CO.,LTD（台湾） 

 保険代理店  
           ・エヌ・シー・エス興産（株）（日本） 

 サービサー  
           ・エー・シー・エス債権管理回収（株）（日本） 

 コールセンター  
           ・AEON INFORMATION SERVICE (SHENZHEN) CO.,LTD（中国・ｼﾝｾﾝ） 
加盟店契約 
 旅行あっせん  
           ＊ジャスベル（株）（日本） 
加盟店契約 
 商品販売  

 
 
 
 
 

  イ 
  オ 
  ン 
  ク 
  レ 
  ジ 
  ッ 
  ト 
  サ 
  － 
  ビ 
  ス 
  株 
  式 
  会 
  社 

           ＊（株）イオンビスティ（日本） 
           ※ジャスコ（株） 

 
 
 
 
 

   お 
 
   客 
 
   さ 
 
   ま 

 

 
          ・ 連結子会社 
          ＊ 持分法適用関連会社 
          ※ 関連当事者 
 
          尚、AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD.は、会社設立により当中間連結会計年度から連

結子会社となっております。また、（株）イオンビスティーは会社設立にともなう資本参 
          加により当中間連結会計年度から持分法適用関連会社となっております。 
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２．経 営 方 針 
 
（１）経営の基本方針 
当社は「お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業」を経営理念とし、以下の基本方針を掲げ
ております。 
・お客さま第一 
お客さまの声を大切にし、お客さまの信頼と期待に応え続けます。 
・生活に密着した金融サービスの提供 
生活に密着した領域で、金融サービス事業を展開し、お客さまに、より便利で豊かな暮らし
を提案します。 

      ・社会の期待と信頼に応える 
       金融業としてのモラルの絶えざる研鑚、企業倫理の尊重、積極的な社会貢献活動に取り組み、

お客さまからご支持頂ける企業を目指します。 
       ・海外への貢献 
       日本で培った金融サービスノウハウを海外で活かし、現地のお客さまの生活向上に寄与しま

す。 
      ・活力あふれる風土の確立 
       自ら発想、自ら挑戦を原点に、働きがいのある企業風土を確立します。 
 
（２）利益配分に関する基本方針 
当社は、株主の皆さまへの安定的利益還元の維持と将来の事業拡大や収益向上のために不可欠な
設備投資等を実行するために必要な内部資金の確保を利益配分の基本方針としております。その
ために経営基盤や財務体質の強化により、収益性の向上を図り、株主利益を高めることに取り組
んでおります。 
このような方針に基づき、中間配当金につきましては、株主の皆さまの平素のご支援に報いるた
め、１株につき１５円を実施させていただきます。 
なお、2000年 2 月 10 日付で 1株を 2株に株式分割しておりますので、株式分割前に換算しますと
30 円となり、前期中間配当金に比べ実質 10 円の増配となります。 

 
（３）会社の対処すべき課題及び中長期的な経営戦略 
当社の属するクレジットカード業界におきましては、外資、異業種を加えた大競争時代に突入い
たしました。また、インターネットを始めとする「インフォメーションテクノロジー」の進展に
より、事業環境も大きく変革しております。このような環境の中、以下のような重点施策に取り
組み、『お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業』として、「イオンブランドの醸成」に努め、
クレジット事業を核として、グローバルに活躍する金融サービス企業を目指してまいります。 

 
・お客さま第一主義の実践 
・集中と分散による企業競争力の強化 
・イオンブランドの醸成 
・クレジット周辺事業の展開 
・海外への積極的事業拡大 
・社会貢献活動・環境保全活動の推進 
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３．経 営 成 績 
 
（１）当中間期の概況 
  ①営業の概況 
・当中間期におきましては、連結各社において、カード会員組織の一層の拡大、加盟店や取引先
などの営業ネットワークの拡大、及び、「イオンマーケット」を始めとするお客さまサービスの
充実に努めました。その結果、中間連結業績は、営業収益３３,７１８百万円（前年同期比１１
２.８％）、経常利益８,６３９百万円（前年同期比１３０.９％）、中間純利益４,６７８百万円
（前年同期比１４４.３％）と会社設立以来の最高益を更新し、引き続き増収増益を達成するこ
とができました。 

 
  ②営業ネットワークの拡大 
・より地域に密着した営業体制を構築するために、営業所を新たに１０ヶ所設置し、全国５０ヶ
所体制といたしました。これにより、提携加盟店の新店、既存店での会員募集を一層強化する
とともに、新規加盟店の開発を促進いたしました。また、昨年の荘内銀行に続き、鳥取銀行と
のキャッシュカード一体型提携カードを発行し、お客さまの利便性の向上に努めました。この
結果、当中間期の会員純増数は６０万人となり、業界屈指の会員募集数を達成することができ
ました。 
・また、お客さまの利便性の向上のため、当中間期も、自社ＣＤを５０台増設するとともに、金
融機関とのＡＴＭ利用提携を拡大いたしました。その結果、当社会員のご利用いただけるＣＤ、
ＡＴＭは全国で、約１０万７千台（内自社ＣＤは１,１７３台）となり、引き続き業界トップク
ラスのネットワークとなっております。 
・加えて、三和銀行のキャッシュカード引出しサービスを開始し、ネットワークの拡大とともに、
当社ＣＤの機能を充実し、フィービジネスの強化を図りました。 

       
  ③審査業務の集中センターの開設 
   ・最新のＩＴ技術を駆使した審査センターを開設しました。これにより、カード申し込み（モバ

イル端末を利用した直接データ送信、及びＯＣＲによる自動データ入力）から審査（地域別オ
ートスコアリングシステム）、カード作成、封入、発送（カードプロセスセンター）までの一連
の作業を自動化し、より早くカードが欲しいというお客さまの声に応えるとともに、業務効率
の向上を実現いたしました。 

 
    ④「イオンマーケット」オープン 
・７月３日に、ショッピングや金融サービスを提供するポータルサイト「イオンマーケット」 
（ＵＲＬ：//ｗｗｗ.ａｅｏｎｍａｒｋｅｔ.ｃｏｍ）を開設いたしました。この「イオンマー
ケット」には、安心してクレジットがご利用いただけるクレジット決済システム「イオンレジ」
を導入した「ショッピングマーケット」、最短３０分審査で即日振り込みを可能にした小口ロー
ンやクレジットカードの最短翌日お届けなど、スピード融資、スピード発行に対応した「カー
ド＆ローンマーケット」、自動車保険を最大８社の提携保険会社で比較見積もりができる「保険
マーケット」、当社のカード会員向けの、ご利用明細の照会から、ご利用いただける優待施設の
ご案内まで、便利でお得な情報を満載した「イオンネットブランチ」などの充実したコンテン
ツを揃えております。 
・また、当社カード会員には、ＮＴＴ－ＭＥと提携し、会員専用プロバイダーサービス「イオン
ネット」をお得な料金で提供いたしました。 
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    ⑤長期格付けの取得と第１回社債の発行 
      ・当中間期におきまして、長期格付け（ＪＣＲ Ａ+、Ｒ＆Ｉ Ａ）を取得いたしました。併せて、

第１回国内無担保普通社債を１００億円、期間７年で発行いたしました。一方、コマーシャル
ペーパーの発行枠を５００億円から１０００億円に増額しました。これにより、前期に実施い
たしました、カードショッピングのリボ債権の流動化も合わせ、安定低位の資金を確保するた
めの資金調達方法の多様化を実現することができました。 

 
  ⑥海外事業の推進と概況 
      [香港での事業] 
・香港の現地法人 AEON CREDIT SERVICE （ASIA）CO.,LTD.につきましては、ＮＴＴ系の通信、イ
ンターネットプロバイダーであるＨｏｎｇＫｏｎｇネットとの提携カード「ホンコンネットカ
ード」を始め、４種類の新しい提携カードを発行するとともに、既存提携カードの会員募集強
化を行った結果、会員は、５万５千人増加し、６７万人と拡大することができました。 
・また、インターネット上でのショッピングにご利用いただけるペイメントゲートウェイ 
「ＡｅＯＮ－ＳＰＯＴ」を開発し、ｅコマース事業に参入し、ネットショッピングやネットキ
ャッシングサービスを開始いたしました。 
・この結果、同社の当中間期業績は、営業収益４１７百万香港ﾄﾞﾙ（前年同期比１０４.６％）、中
間純利益１０１百万香港ﾄﾞﾙ（前年同期比１２５.４％）（円換算１４億６百万円）となり、継続
して増収増益を達成することができました。 

 
   [タイでの事業] 
・タイの現地法人 AEON THANA SINSAP（THAILAND）CO.,LTD.、及び ACS CAPITAL CORPORATION LTD.
につきましては、これまで個品あっせん事業で蓄積してまいりましたお客さま情報を元にクレ
ジットカード会員化を一層すすめるとともに、新しい提携カードを２種類発行し、会員募集強
化を行いました。その結果、カード会員は１２万人増加しております。また、自社ＣＤ機を積
極的に展開し、カード会員の融資ニーズにお応えする体制を整えたことにより、融資残高を飛
躍的に増加することができました。 
・この結果、２社合わせた当中間期業績は、営業収益５１６百万ﾊﾞｰﾂ（前年同期比１８０.９％）、
中間純利益８４百万ﾊﾞｰﾂ（前年同期比５０６.２％）（円換算２億３３百万円）となり、大幅な
増収増益を達成することができました。 

 
   [マレーシアでの事業] 
・マレーシアの現地法人 ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD．につきましては、一層の加盟店拡大と
個品あっせん利用者へのＩＤカード発行による顧客の囲い込みをはかりました。また、顧客手
数料の引き下げなどお客さまサービスの充実に取り組んだ結果、同社の当中間期業績は、営業
収益９,２８４千ﾘﾝｷﾞｯﾄ（前年同期比１４９.５％）、中間純利益４７１千ﾘﾝｷﾞｯﾄ（前年同期比４
３５.９％）（円換算１３百万円）となり順調に業容、業績の拡大がはかれております。 

 
      [台湾での事業] 
・台湾の現地法人 AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD.につきましては、当期４月より本格
的に個品あっせんの取扱を開始いたしました。当中間期で既に１億元（円換算約３億５千万円）
を超える取扱高となっており、順調なスタートとなりました。 

 
[中国・シンセンでの事業] 
・本年6月に中国（シンセン）に現地法人 AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.を設
立いたしました。現在、香港現地法人のテレマーケティング業務を請け負っておりますが、将
来的には、外部からの業務受託を行い、業容の拡大をはかってまいります。 

 



 

- 6 - 

 
    ⑦国内子会社の推進と概況 
・エヌ・シー・エス興産（株）（保険代理店事業）は、自動車保険を中心に拡大する一方、家電製
品の延長保証サービスの拡大にも注力した結果、同社の当中間期の業績は、営業収益２５７百
万円（前年同期比１５９.４％）、中間純利益７６百万円（前年同期比１７４.３％）と順調に業
績を拡大できております。 

 
   ・エー・シー・エス債権管理回収（株）（サービサー業）は、携帯電話、金融機関のクレジット会

社、通販各社からの業務受託を拡大できたことにより、同社の当中間期の業績は、営業収益 
１８３百万円（前年同期比１４０.９％）、中間純利益２１百万円（前年同期比２４３.６％）と
なり、業容を拡大できております。 

 
・エー・シー・エス・ファイナンス（株）（小口融資業）は、「イオンマーケット」の「カード＆
ローンマーケット」での融資申込みに迅速に対応するなど、ネット上での取扱拡大に努める一
方、営業活動による店舗への集客にも注力した結果、当中間期においても黒字決算となり、営
業基盤の確立ができております。  

 
   ⑧中間連結キャッシュ・フローの状況 
      
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計期間における営業活動のキャッシュ・フローは、「税金等調整前中間純利益」が
８，６３９百万円に達しましたが、カード会員の拡大による総合あっせん事業及び融資事業
の取扱高が順調に伸長したことにより、割賦売掛金残高が８，９３６百万円、営業貸付金残
高が１５，６６６百万円とそれぞれ増加したため、資金の減少は１５，３１９百万円となり
ました。 

    
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、融資事業の拡大による
ＣＤの増設及びｅコマース事業へのシステム投資等したため、資金の減少は２，６６３百万
円のとなりました。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、国内無担保普通社債の
発行による増加が９，９３３百万円及び取扱高が順調に伸長したことより借入金が増加した
ため、資金の増加は１８，９０５百万円となりました。 
 
（現金及び現金同等物の増加） 
当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の残高につきましては、以上
の営業活動、投資活動、財務活動の各活動の結果、前連結会計年度末に比べ７８５百万円増
加し、当中間連結会計期間末の残高は１０,５６９百万円となりました。 
   
なお、当中間連結会計期間より「中間連結キャッシュ・フロー計算書」を作成しているた
め、「営業活動」、「投資活動」及び「財務活動」による各キャッシュ・フローについては、
前中間連結会計期間及び前連結会計年度との比較分析は行っておりません。 
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⑨社会貢献活動について 
・当中間期の取り組みにつきましては、引き続きカード会員さまにご賛同をいただいている「 
チャリティ機能付きカード」や「ときめきポイントキャンペーン」を通じて、日本点字図書館
や、国土緑化推進機構、イオングループ環境財団への寄付活動に加え、当社従業員による季節
行事への参加など心身障害者施設へのチャリティ活動を積極的に実施いたしました。 

      ・イオングループ環境財団を通じた活動では、５月４日に北京市と共同で「万里の長城・森の再
生プロジェクト」第３回植樹祭を実施いたしました。３年間で３９万本の植樹を行うものであ
り、本年は、日中あわせて約２７００名のボランティアが参加し、交流を深めました。 

      ・イオングループ１％クラブを通じた活動では、「こどもエコクラブ」活動への助成や「韓国・小
さな大使」の実施、また、森をテーマにしたミュージカル「クマゴンの森」の公演の開催など
を積極的に行っております。 

 
（２）通期の見通し 
・各種経済指標は、緩やかに景気が回復していることを示しておりますが、当社の属するクレジ
ットカード業界におきましては、異業種や外資の参入によるリアルの世界での競争に加え、新
たにインターネット市場というバーチャルの世界での競争も激化しております。このような状
況の中、当社は、来世紀へ向け更なる飛躍を遂げるため、 

   
    ・集中と分散による営業力の強化 
    ・海外事業の推進 
    ・カード周辺業務の事業化 
    ・ｅコマース事業の推進 
    ・資金調達の安定、多様化 
 
       により迅速に取り組み、一層のお客さまサービスの充実をはかってまいります。 
 
・通期の連結業績の見通しにつきましては、営業収益（６８７億円）（前期比１１０.１％）、経常
利益（１９０億円）（前期比１２２.５％）、当期純利益（１０５億円）（前期比１３８.２％）と
当初の見通しをそれぞれ増額修正させていただきます。 
また、通期の単独業績の見通しにつきましては、営業収益（５２３億円）（前期比１１０.６％）、
経常利益（１５０億円）（前期比１２３.６％）、当期純利益（８７億万円）（前期比１３９.４％）
と、こちらも当初見通しをそれぞれ増額修正させていただきます。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
   （単位 百万円）  

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
（2000年 8月20 日現在） （1999 年 8月 20 日現在） 

前連結会計年度末の要約貸借対照表 
（2000 年 2 月 20 日現在） 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
（資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 資 産 ２９１，６７３ 95.8 ２５８，３０３  96.3 ２７０，０６２ 96.0 

現 金 及 び 預金  １２，４３１  ９，７０９   １１，２１５  

割 賦 売 掛 金 ８２，１２７   ７８，４４１   ７４，５８１   

営 業 貸 付 金 １９６，１３０   １７０，８２８   １８４，３８８   

前 渡 金 ２，３２９   ７７０   ６４８   

前 払 費 用 ３０４   ４８３   ７７８   

繰 延 税 金 資産 ９０１   ７１４   ８７５   

未 収 入 金 １，３０７   ５２２   ８９３   

未 収 収 益 ２，９２６   ２，５５４   ２，７８６   

そ の 他 ７９   ４８   ２３   

貸 倒 引 当 金 △６，８６３   △５，７７０   △６，１２７   

固 定 資 産 １１，８０５  3.9   ９，３８０  3.5 １０，５９２  3.8 

 有 形 固 定 資 産 ４，６８２  1.5   ３，７４３  1.4 ４，３８６  1.6 

建 物 ２９２   ２７０   ２６３   

車 両 運 搬 具 １９７   １６８   １９１   

器 具 備 品 ４，１９２   ３，３０４   ３，９３１   

 無 形 固 定 資 産 ２，０４０  0.7      １５１ 0.1 ９７  0.0 

 ソ フ ト ウ ェア １，９４１  ―   ―    

電 話 加 入 権 ９９   １５１   ９７   

投資その他の資産 ５，０８２  1.7   ５，４８６ 2.0 ６，１０７  2.2 

投 資 有 価 証券 ３，１１０   ３，０８３   ２，８９２   

長 期 前 払 費用 ２６   ７９４   １，５３６   

繰 延 税 金 資産 ２１８   １１５   ７６   

差 入 保 証 金 １，５８０   １，４３１   １，４８９   

そ の 他 １４５   ６２   １１３   

為替換算調整勘定 ８８０  0.3 ５４８  0.2 ６０９  0.2 

資 産 合 計 ３０４，３６０  100.0 ２６８，２３２  100.0 ２８１，２６３  100.0 
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（単位 百万円）  

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
（2000年 8月20 日現在） （1999 年 8月 20 日現在） 

前連結会計年度末の要約貸借対照表 
（2000 年 2 月 20 日現在） 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
（負 債 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 負 債  １０５，４５４ 34.7 １２０，７５０ 45.0 １１８，６６０ 42.2 

買 掛 金 ２９，６４７  ２４，０６５  ２８，０２８  

短 期 借 入 金 １５，７９５  ５４，７５７  ２９，１８４  

1年以内返済予定の長期借入金 ３４，５２０  １２，７１２  ２５，７９４  

コマーシャルペーパー １５，０００  ２０，０００  ２４，０００  

未 払 金 ２，７７９  ２，６３９  ２，３５０  

未 払 法 人 税等 ３，４２８  ２，５５２  ３，５６３  

未 払 費 用 １，４４８  １，０８９  １，３３２  

割 賦 繰 延 利益 １，１６２  １，０８０  １，０６４  

前 受 収 益 ３５２  ３１８  ３２１  

預 り 金 ６９７  ７０３  ２，１５９  

賞 与 引 当 金 １５２  １６２  １３２  

そ の 他 ４６８  ６７０  ７２７  

固 定 負 債 １３２，７４４ 43.6 ９０，３０６ 33.7 １００，９２９ 35.9 

 社 債 １０，０００  ―  ―  

長 期 借 入 金 １２２，４８２  ８９，９８５  １００，５９１  

繰 延 税 金 負債 ０  ―  ０  

退職給与引当金 ７７  ６２  ６６  

役員退職慰労引当金 １０６  １２４  １３７  

連 結 調 整 勘定 ７６  １３４  １３３  

負 債 合 計 ２３８，１９８ 78.3 ２１１，０５７ 78.7 ２１９，５８９ 78.1 

少 数 株 主 持 分   ６，１３１ 2.0 ４，９５２ 1.8 ５，５６７ 2.0 

（資 本 の 部）       

資 本 金 １５，４６６ 5.1 １５，４６６ 5.8 １５，４６６ 5.5 

資 本 準 備 金 １７，０４６ 5.6 １７，０４６ 6.4 １７，０４６ 6.0 

連 結 剰 余 金 ２７，５１７ 9.0 １９，７１１ 7.3 ２３，５９４ 8.4 

自 己 株 式 △１ △0.0 △１ △0.0 △０ △0.0 

資 本 合 計 ６０，０２９ 19.7 ５２，２２２ 19.5 ５６，１０７ 19.9 

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計  
３０４，３６０ 100.0 ２６８，２３２ 100.0 ２８１，２６３ 100.0 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 
（単位 百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
自 2000 年 2 月 21 日 自 1999 年 2月 21 日 

前連結会計年度の要約損益計算書 
自 1999 年 2 月 21 日 

至 2000 年 8 月 20 日 至 1999 年 8月 20 日 至 2000 年 2 月 20 日 

期別 
 
 
科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 
  ％  ％  ％ 

営 業 収 益 ３３，７１８ 100.0 ２９，８９３ 100.0 ６２，３９０ 100.0 

総 合 あ っ せ ん 収 益 ５，６０７  ４，８２８  １０，６５９  

個 品 あ っ せ ん 収 益 １，４１２  ８３６  ２，１３０  

融 資 収 益 ２３，５６３  ２１，０６１  ４３，５１４  

融 資 代 行 収 益 １，４８９  １，１８６  ２，５２４  

償 却 債 権 回 収 益  ４１１  １９４  ４０４  

そ の 他 の 収 益 １，０９９  １，７３５  ２，９５７  

金 融 収 益 １３４  ５０  １９８  

営 業 費 用 ２５，２１１ 74.8 ２３，３７５ 78.2 ４６，８５３ 75.1 

販売費及び一般管理費 ２２，１４２  ２０，６４５  ４１，１９１  

金 融 費 用 ３，０６８  ２，７２９  ５，６６２  

営 業 利 益 ８，５０６ 25.2 ６，５１７ 21.8 １５，５３６ 24.9 

営業外収益 １６５ 0.5 １３６ 0.5 １８６ 0.3 

受 取 配 当 金 ４０  ４７  ５９  

連結調整勘定償却額 ５６  ５１  １０５  

持分法による投資利益 ５  ―   ５  

有 価 証 券 売 却 益     ４５  ―   ―   

雑       益 １６  ３８  １６  

営業外費用 ３２ 0.1 ５１ 0.2 ２１０ 0.3 

新 株 発 行 費 ―  ―   ４  

投資有価証券評価損 ２  １  １８  

持分法による投資損失 ―  ０  ―  

雑       損 ２９  ５０  １８７  

経 常 利 益 ８，６３９ 25.6 ６，６０２ 22.1 １５，５１２ 24.9 

特 別 利 益 ― ― ― ― ７５ 0.1 

投資有価証券売却益 ―  ―  ７５  

特 別 損 失 ―  ― １２ 0.0 ５２ 0.1 

固 定 資 産 除 却 損 ―   １２  ５２  

税金等調整前中間（当期）純利益 ８，６３９ 25.6 ６，５９０ 22.1 １５，５３６ 24.9 

法人税、住民税及び事業税 ３，３７５ 10.0 ２，４５６ 8.2 ６，４０９ 10.3 

法 人 税 等 調 整 額 △１７２ △0.5 ２６２ 0.9 １４２ 0.2 

少 数 株 主 利 益 （ 控 除 ）  ７５７ 2.2 ６２９ 2.1 １，３８３ 2.2 

中間（当期）純利益 ４，６７８ 13.9 ３，２４１ 10.9 ７，６００ 12.2 
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

  （単位 百万円） 

当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 2000年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 

期別 

科目 至 2000年 8 月 20日 

前中間連結会計期間 
自 1999年 2 月 21日 
至 1999年 8 月 20日 至 2000年 2 月 20日 

Ⅰ．連結剰余金期首残高 ２３，５９４ １６，８３８ １６，８３８ 

Ⅱ．連結剰余金減少高    

 １．配当金 ７１３ ３２４ ７９９ 

 ２．役員賞与金 ４１ ４４ ４４ 

Ⅲ．中間（当期）純利益 ４，６７８ ３，２４１ ７，６００ 

Ⅳ．連結剰余金中間期末（期末）残高 ２７，５１７ １９，７１１ ２３，５９４ 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
              （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間  
 自 2000 年 2 月 21 日  
 至 2000 年 8 月 20 日  

                 期 別 
 
 
科 目  金    額  
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー     
   税 金 等 調 整 前 中 間 純 利益   ８，６３９  
   減 価 償 却 費    １，０５９  
   連 結 調 整 勘 定 償 却 額        △５６  
   貸 倒 引 当 金 の 増 加 額       ４，６１１  
   賞 与 引 当 金 の 増 加 額        ２１  
   退 職 給 与 引 当 金 の 増 加額        １１  
   役員退職慰労引当金の減少額      △３１  
   受 取 配 当 金  △４０  
   有 価 証 券 売 却 益       △４５  
   持 分 法 に よ る 投 資 利 益   △５  
   社 債 発 行 費 償 却  ６６  
   有 形 固 定 資 産 除 却 損   １３  
   割 賦 売 掛 金 の 増 加 額    △８，９３６  
   営 業 貸 付 金 の 増 加 額   △１５，６６６  
   その他の流動資産の増加額   △２，２０３  
   買 掛 金 の 増 加 額    １，６８２  
  割 賦 繰 延 利 益 の 増 加 額   ９７  
   その他の流動負債の減少額   △１，１４３  
   役 員 賞 与 の 支 払  △４１  
   そ の 他       １０６  

小   計  △１１，８６０  
   配 当 金 の 受 取 額       ４０  
   法 人 税 等 の 支 払 額    △３，５００  
   営業活動によるキャッシュ･フロー   △１５，３１９  
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有 価証券の取得による支出   △５０  
   有 価証券の売却による収入   ５０  
   定 期預金の預入による支出   △４５４  
   有形固定資産の取得による支出   △１，１０７  
   有形固定資産の売却による収入  ９  
   無形固定資産の取得による支出      △７２４  
   無形固定資産の売却による収入  ２  
   投資有価証券の取得による支出      △２２４  
   その他固定資産の取得による支出  △３２０  
   その他固定資産の売却による支出     １５４  
   投資活動によるキャッシュ・フロー   △２，６６３  
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短 期 借 入 金 の 純 減 少 額   △１２，５５７  
   コマーシャルペーパーの純減少額   △９，０００  
   長 期 借 入 れ に よ る 収 入    ３７，０９２  
   長期借入金の返済による支出   △５，６５６  
   社 債 の 発 行 に よ る 収 入    ９，９３３  
   自 己 株 式 の 増 加 額        △０  
   配 当 金 の 支 払 額 
   少数株主への配当金の支払額  

 
 

   △７１３ 
   △１９３ 

 
 

   財務活動によるキャッシュ・フロー    １８，９０５  
    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額     △１３７  
Ⅴ 現金及び現金同等物の期中増加額      ７８５  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高     ９，７８４  
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高   １０，５６９  
    

    （注）連結キャッシュ・フロー計算書は当中間連結会計期間から作成しているため、 
前中間連結会計期間及び前連結会計年度との比較は行っておりません。 
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＜中間連結財務諸表作成の基本となる事項＞ 
１．連結の範囲に関する事項 
  すべての子会社を連結しており、その内容は次のとおりであります。 
  連結子会社   ９社 
  会 社 名   ｴﾇ･ｼｰ･ｴｽ興産㈱、ｴｰ･ｼｰ･ｴｽ･ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱、ｴｰ･ｼｰ･ｴｽ債権管理回収㈱、 

 AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.、AEON THANA SINSAP（THAILAND）CO.,LTD. 
 ACS CAPITAL CORPORATION LTD.、ACS CREDIT SERVICE（M）SDN.BHD. 
 AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD.、AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD. 
 

  なお、当中間連結会計期間に設立したAEON  INFORMATION  SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.を新たに連結子会社
としております。 

 
２．持分法の適用に関する事項 
  すべての関連会社に持分法を適用しており、その内容は次のとおりであります。 
  関 連 会 社   1 社 
  会 社 名  ジャスベル㈱ 
   
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
  連結子会社のうち8社は中間決算日と連結中間決算日は一致しております。 
  なお、AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.の中間決算日は6月 30日でありますが、中間連結財務
諸表作成にあたっては、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①取引所の相場のある有価証券 
当 社 
移動平均法による低価法（洗替え方式）によっております。 
在外連結子会社 
時価法によっております。 

②その他の有価証券 
移動平均法による原価法によっております。 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   有形固定資産 

経済的耐用年数に基づく定額法によっております。 
主な資産の経済的耐用年数として当社では、次の年数を採用しております。なお、括弧内は法人税法に定
める耐用年数であります。 ［器具備品］ ＣＤ機  ４年（５年） 

    無形固定資産（自社利用のソフトウェア） 
社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。 

    
（追加情報） 

    前連結会計年度まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上しておりました自社利用のソフトウェア
については、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度
委員会報告第12 号 平成 11年 3 月 31日）における経過措置の適用により、従来の会計処理を継続して採
用しております。 

    ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」
から無形固定資産の「ソフトウェア」に科目名を変更し、減価償却の方法については、社内における利用
可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 

    なお、当中間連結会計期間に発生した自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費等に係る会計基
準」（企業会計審議会 平成 10 年 3 月 13日）に基づき、無形固定資産に「ソフトウェア」として計上し、
上記方法により償却を行っております。 

 
（ハ）繰延資産の処理方法 
   社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 
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（ニ）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
営業債権等の貸倒れによる損失に備え、過去の貸倒実績率等を勘案した当社及び当社グループ各社の定め 
る一定の基準により算出した必要額を計上しております。 
②賞与引当金 

   従業員に対する賞与に備え、支給見込額のうち当中間連結会計期間に対応する負担額を計上しております。 
③退職給与引当金の計上基準 

   当社は、勤続 10 年未満の従業員に対する退職一時金に備え、中間連結会計期間末に在籍する従業員に対 
する連結事業年度繰入見積額（自己都合の連結事業年度末要支給額の 100%）の２分の１を計上しております。 
なお、勤続 10 年以上の従業員に対する退職一時金及び年金については、イオングループ厚生年金基金（調整 
年金基金）から支給しております。 
④役員退職慰労引当金の計上基準 

   当社は、役員に対する退職慰労金の支給に備え、内規に基づく連結事業年度繰入見積額の２分の１を計 
上しております。 
 
(ホ)重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
(ヘ)その他の中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
     ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払消費税等として投資その他の資産の「その他」に計

上し、法人税法の規定に定める期間で償却しております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内
に償還期限の到来する短期投資であります。 
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＜注 記 事 項＞ 
 
（中間連結対照表関係） 
 
１．割賦売掛金                                   （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

総 合 あ っ せ ん ７０，３９３   ７０，３６２  ６４，９４８  

個 品 あ っ せ ん １１，７３３   ８，０７９  ９，６３３  

合 計 
８２，１２７   

（３，０１０） 

７８，４４１  

（    ―） 

７４，５８１  

（４，６１６） 

（注）括弧書きは割賦売掛金に含まれている債権流動化に伴い当社が保有した信託受益権であります。 
 
 
２．割賦繰延利益                                 （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

総 合 あ っ せ ん １，０５１   １，０７８  １，０２７  

個 品 あ っ せ ん １１１   ２  ３７  

合 計 １，１６２  １，０８０  １，０６４  

 
３．有形固定資産の減価償却累計額                          （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

減 価 償 却 累 計 額 ６，１３７   ４，７８８   ５，４４６   

 
４．担保提供及び担保付債務                              
担保に供している資産は次のとおりであります。                  （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

現 金 及 び 預 金 １，４０２   ―   １，４３１   

割賦売掛金及び営業貸付金 １２，７３０   ―  ―   

合 計 １４，１３３  ―  １，４３１  

 
担保付債務は次のとおりであります。                       （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

短 期 借 入 金 ２，０９４   ―   ―   

長 期 借 入 金 ７，２０７   ―  ７，６８９  

合 計 ９，３０１  ―  ７，６８９  

 
上記の他、営業取引の保証として以下の資産を担保に供しております。        （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

現 金 及 び 預 金 ４５９   ―   ―   
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（中間連結損益計算書関係） 
 
販売費及び一般管理費                               
 
  販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のとおりであります。          （単位 百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 2000年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 
 

至 2000年 8 月 20日 至 1999年 8 月 20日 至 2000年 2 月 20日 

広告・販売促進費 ２，２５２ ２，１８７ ３，９５０ 
貸倒損失 ― ― ２，６４４ 
貸倒引当金繰入額 ４，７６２ ４，４７０ ６，１２７ 
役員報酬 ６９ ７２ １２６ 
従業員給与・賞与 ３，５２６ ３，１６６ ６，６４６ 
福利厚生費 ８１７ ７３０ １，５２６ 
賞与引当金繰入額 １５２ １６２ １３２ 
退職給与引当金繰入額 １４ ６ １１ 
役員退職慰労引当金繰入額 １４ １３ ２７ 
通信交通費 ２，２２６ ２，０６５ ４，２６０ 
租税公課 ５０８ ４５５ ９２７ 
賃借料 １，０５７ ６３７ １，９５８ 
ＣＤ運営費 ８９４ ７７９ １，４５７ 
支払手数料 ２，１８２ １，８３０ ３，３７２ 
減価償却費 １，０５９ ７６０ １，６１７ 
システム運用費 ４０１ ５４５ １，１００ 
その他 ２，２００ ２，７６２ ５，３０１ 

合   計 ２２，１４２ ２０，６４５ ４１，１９１ 

 
 
（中間連結キャッシュ・フロー関係） 
 
当中間連結会計期間（2000年 2 月 21日から 2000 年 8 月 20 日） 
 
 現金及び現金同等物の中間連結会計期間末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
   
  現金及び預金                         １２，４３１百万円 
  預入期間が3ヶ月超及び担保に供している定期預金        △１，８６２百万円 
   現金及び現金同等物                     １０，５６９百万円 

 
前連結会計年度（1999 年 2月 21日から 2000年 2 月 20日） 
 
 現金及び現金同等物の前連結会計年度末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 
  現金及び預金                         １１，２１５百万円 
  預入期間が3ヶ月超及び担保に供している定期預金        △１，４３１百万円 
   現金及び現金同等物                       ９，７８４百万円 
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リ  ー  ス  取  引 

   

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自2000年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 
至 2000年 8 月 20日 至 1999年 8 月 20日 至 2000年 2 月 20日 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間連
結会計期間末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間連結会
計期間末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
取得価額相当額 
減価償却累計額相当額 
期間末残高相当額 

器 具 備 品 
４百万円 
３百万円 
０百万円 

 
取得価額相当額 
減価償却累計額相当額 
期間末残高相当額 

器 具 備 品 
４百万円  
２百万円 
１百万円 

 
取得価額相当額 
減価償却累計額相当額 
期末残高相当額 

器 具 備 品 
４百万円 
３百万円 
１百万円 

なお、取得価額相当額は、有形固定
資産の中間期間末残高等に占める
その割合が低いため、支払利子込み
法によっております。 

なお、取得価額相当額は、有形固定
資産の中間期間末残高等に占めるそ
の割合が低いため、支払利子込み法
によっております。 

なお、取得価額相当額は、有形固
定資産の期末残高等に占めるその
割合が低いため、支払利子込み法
によっております。 

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
 １年以内      ０百万円 
 １年超       ―百万円 
  合計        ０百万円 

１年以内      ０百万円 
 １年超       ０百万円 
  合計        １百万円 

１年以内      ０百万円 
 １年超       ０百万円 
  合計       １百万円 

なお、未経過リース料中間期間末残
高相当額は、有形固定資産の中間期
間末残高等に占めるその割合が低
いため、支払利子込み法によってお
ります。 

なお、未経過リース料中間期間末残
高相当額は、有形固定資産の中間期
間末残高等に占めるその割合が低い
ため、支払利子込み法によっており
ます。 

なお、未経過リース料期末残高相
当額は、有形固定資産の期末残高
等に占めるその割合が低いため、
支払利子込み法によっておりま
す。 

   
③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当

額 
支払リース料    ０百万円 支払リース料    ０百万円 支払リース料    ０百万円 
 減価償却費相当額  ０百万円  減価償却費相当額  ０百万円  減価償却費相当額  ０百万円 
   
④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によって
おります。 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 
 借主側 借主側              
 未経過リース料 
 １年以内       ６百万円 
 １年超        ９百万円 
  合計       １６百万円 

未経過リース料 
１年以内      ３百万円 
 １年超       ２百万円 
  合計        ５百万円 
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有 価 証 券 の 時 価 等 

 
（単位 百万円）     

当中間連結会計期間末  

（2000年 8月 20日現在） 

 

中間連結貸借対照表計上額 時   価 評 価 損 益 
流動資産に属するもの       
株   式     ５３  ５３  △０  
債   券     ―   ―   ―   
そ の 他     ―   ―   ―   
小   計     ５３  ５３  △０  

固定資産に属するもの       
株   式     ２，４４７  ５，３３２  ２，８８５  
債   券     ―   ―   ―   
そ の 他     ―   ―   ―   
小   計     ２，４４７  ５，３３２  ２，８８５  
合   計     ２，５００  ５，３８６  ２，８８５  

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法 
    ①上場有価証券・・・・・主に東京証券取引所の最終価格によっております。 
    ②店頭売買有価証券・・・日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 
 
   ２．開示の対象から除いた有価証券の中間連結貸借対照表計上額 
     （固定資産） 
      店頭売買株式を除く非上場株式     ６６３百万円 
 
※前中間連結会計期間末及び前連結会計年度末についての連結ベースでの「有価証券の時価等」は作成しておりま
せんが、当社単独の前中間会計期間末及び前事業年度末の「有価証券の時価等」は個別中間財務諸表における注
記事項として記載しております。（29頁参照） 
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デ リ バ テ ィ ブ 取 引 

 
取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
（１）金利関連 

（単位 百万円）             

当中間連結会計期間末 
（2000年 8 月 20日現在） 

契約額等  

  うち１年超 
時  価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

金利キャップ取引 

買      建 

 

 

2,977  

 

56,003  

  （581） 

 

 

977  

 

54,746  

(581) 

 

 

△ 29  

 

  

105  

 

 

△ 29  

 

 

△475  

合   計 
58,980  
    （581） 

55,724  
(581) 

76  △505  

 

 

（注）１．（ ）内は、キャップ料の貸借対照表計上額であります。 
２．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

（２）通貨関連 
（単位 百万円）             

当中間連結会計期間末 
（2000年 8 月 20日現在） 

契約額等  

  うち１年超 
時  価 評価損益 

以
外
の
取
引 
市
場
取
引 

 

通貨スワップ 

受取円・支払香港ﾄﾞﾙ 

 

 

 

1,650  

 

 

 

1,380  

 

  

 △ 53  

 

 

△ 53  

合   計 1,650  1,380  △ 53  △  53  

 

 

（注）時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 
 
なお、当社グループは、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジするためにデリバティブ取引を利用しており、
トレーディング目的や投機目的のデリバティブ取引は行っておりません。 
 
 
※前中間連結会計期間末及び前連結事業年度末の連結ベースでの「デリバティブ取引」は作成しておりませんが、
当社単独の前中間会計期間末及び前事業年度末の「デリバティブ取引」は個別中間財務諸表における注記事項と
して記載しております。（30 頁参照） 

 
 
 
 



 

- 20 - 

 
セ グ メ ン ト 情 報 

 
１．事業の種類別セグメント情報 
  前中間連結会計期間（1999年 2 月 21日～1999 年 8 月 20 日） 
   事業の種類として、クレジットカード、個品あっせん、消費者金融等を核とした「金融サービス事業」と保
険代理事業をはじめとする「その他の事業」に区分しております。 

   当該連結会計期間においては、全セグメントの営業収益の合計及び営業利益の金額に占める「金融サービス
事業」の割合がいずれも 90%以上を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま
す。 

  
  当中間連結会計期間（2000年 2 月 21日～2000 年 8 月 20 日） 
   事業の種類として、クレジットカード、個品あっせん、消費者金融等を核とした「金融サービス事業」と保
険代理事業をはじめとする「その他の事業」に区分しております。 

   当該連結会計期間においては、全セグメントの営業収益の合計及び営業利益の金額に占める「金融サービス
事業」の割合がいずれも 90%以上を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま
す。 

２．所在地別セグメント情報  
（単位 百万円）  

前中間連結会計期間 
自 1999年 2 月 21日 
至 1999年 8 月 20日 

 

国内 在外 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．営 業 損 益      
  営 業 収 益      
(1)外部顧客に対する 
  営 業 収 益   

２２，６６８ ７，２２４ ２９，８９３         ―   ２９，８９３ 

(2)セグメント間の内部 
  営業収益又は振替高    

―  ２ ２ （ ２） ― 

計 ２２，６６８ ７，２２７ ２９，８９５ （ ２） ２９，８９３ 
営 業 費 用 １７，６７１ ５，７０６ ２３，３７７ （ ２） ２３，３７５ 

営 業 利 益 ４，９９７ １，５２１ ６，５１８     （ ０） ６，５１７ 
  

（単位 百万円）  

当中間連結会計期間 
自 2000年 2 月 21日 
至 2000年 8 月 20日 

 

国内 在外 計 消去又は全社 連結 
Ⅰ．営 業 損 益      
  営 業 収 益      
(1)外部顧客に対する 
  営 業 収 益   

２６，３０８ ７，４０９ ３３，７１８ ― ３３，７１８ 

(2)セグメント間の内部 
  営業収益又は振替高    

― ６ ６ （  ６） ― 

計 ２６，３０８ ７，４１５ ３３，７２４ （  ６） ３３，７１８ 
営 業 費 用 １９，６９５ ５，５２０ ２５，２１６ （  ４） ２５，２１１ 
営 業 利 益 ６，６１３ １，８９４ ８，５０７   （  １） ８，５０６ 

 
 ３．海外営業収益 

（単位 百万円）   

当中間連結会計期間    
 自 2000年 2 月 21日  
至 2000年 8 月 20日  前中間連結会計期間    

 自 1999年 2 月 21日  
至 1999年 8 月 20日  

海外営業収益 連結営業収益 
海外営業収益の 
連結営業収益に 
占 め る 割 合 

海外営業収益 連結営業収益 
海外営業収益の 
連結営業収益に 
占 め る 割 合 

７，４０９ ３３，７１８ ２２．０％ ７，２２４ ２９，８９３ ２４．２％ 

 （注）海外営業収益は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。 
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２００１年２月期  個別中間財務諸表の概要          2000 年 10 月 12 日 
 
上 場 会 社 名        イオンクレジットサービス株式会社           上場取引所 東証（市場第一部） 
コ ー ド 番 号         8570                                      本社所在都道府県 東京都 
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役経営管理本部長 
        氏    名 浅 井 啓 志      ＴＥＬ (03)5281－2056 
決算取締役会開催日 2000 年 10 月 12日                   中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日 2000 年 10 月 13日 
 
１． 2000年 8 月中間期の業績(2000 年 2月 21 日～2000 年 8 月 20 日) 

(1) 経営成績            （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

百万円   ％ 
２５，８０４（１５．０） 
２２，４３６（１５．９）   

百万円   ％ 
６，４４１（３１．６） 
４，８９５（３４．４） 

百万円   ％ 
６，６７３（３０．３） 
５，１２３（３７．３）  

2 0 0 0 年 2 月 期 ４７，２８０（１５．３） １１，９１０（４１．６） １２，１３５（４０．０） 
 
 中間(当期)純利益 １株当たり中間 

(当期)純利益 会計処理基準 

 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

百万円   ％ 
３，８８０（４４．６） 
２，６８２（４０．５）           

円  銭 
        ８１ ５７ 
       １１２ ８１ 

 
中間財務諸表作成基準 
中間財務諸表作成基準 

2 0 0 0 年 2 月 期 ６，２３９（３５．６）        １３１ １７ ――――― 
（注）①期中平均株式数  2000 年 8月中間期 47,565,760 株 1999年 8 月中間期23,782,880 株 2000 年 2月期 47,565,760 株  
②会計処理の方法の変更  無  
なお、1999 年2 月期より税効果会計を適用しております。 
③営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
④取扱高     2000年 8月期  454,092百万円（対前年中間期増減率 16.9％） 
       1999年 8月期   388,588百万円（対前年中間期増減率  10.5％） 
       2000年 2月期   826,370百万円（対前期増減率     12.2％） 

(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
 

 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

円  銭 
１５ ００ 
２０ ００ 

円  銭 
――――― 
――――― 

(注)2000 年 2月 10 日付で 1株を 2株に株式分割
しておりますので、分割前に換算しますと当
中間配当金は30 円となります。 

2 0 0 0 年 2 月 期 ――――― ３５ ００  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
2000年 8月中間期 
1999年 8月中間期 

百万円 
２５０，２６３ 
２２３，１３８ 

百万円 
５４，４８４ 
４８，２７６ 

％ 
     ２１．８ 
     ２１．６ 

円   銭 
１，１４５ ４６  
２，０２９ ８８  

2 0 0 0 年 2 月 期 ２２９，２１３ ５１，３５７ ２２．４ １，０７９ ７１   
 (注)期末発行済株式数 2000年 8 月中間期47,565,760 株 1999年 8月中間期 23,782,880株 2000年 2月期 47,565,760 株 
  (額面株式  1単位の株式数 100 株) 

２．2001 年 2 月期の業績予想(2000 年 2月 21 日～2001 年 2月 20 日) 

１株当たり年間配当金  営業収益 経常利益 当期純利益 
期 末  

通  期 
百万円 

５４，０００  
百万円 

１５，５００  
百万円 

８，９３０ 
 円 銭 

  １５ ００ 
円 銭 

  ３０ ００   

(注)取扱高は、９５０，０００百万円（対前期増減率１５．０％）を見込んでおります。 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) １８７円７４銭 
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中  間  貸  借  対  照  表 
（単位 百万円） 

 
当中間会計期間末 
（2000 年 8月 20 日現在） 
 

 
前中間会計期間末 
（1999 年 8 月 20 日現在） 
 

前事業年度末 
（2000 年 2 月 20 日現在） 

 
        期別 
 
科目 金  額 

 
構成比 
 

 
金  額 

 
構成比 

 
金  額 

 
構成比 

（資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 資 産 ２３８，０２１  95.1 ２１３，６２３  95.7 ２１８，３５３  95.3 

 現 金 及 び 預 金 ６，５６４    ７，２７６   ５，７１２   

 割 賦 売 掛 金 ６４，９９５   ６５，７６３   ５９，５９１   

 営 業 貸 付 金 １６４，９０５   １４０，２８３   １５３，１８８   

 自 己 株 式 １   １   ０   

 前 渡 金 ２，２７５   ７７０   ６４８   

 前 払 費 用 １８２   ３９５   ６０９   

 繰 延 税 金 資 産 ７９８   ６６１   ８１９   

 未 収 入 金 １，０１５   ３９４   ６６８   

 未 収 収 益 ２，０４５   １，８００   １，９１１   

 そ の 他 ５９５   ５９９   ５   

 貸 倒 引 当 金 △５，３５９   △４，３２３   △４，８０２   

固 定 資 産 １２，２４２  4.9 ９，５１４  4.3 １０，８６０  4.7 

有 形 固 定 資 産 ３，６６４  1.5 ２，９４７  1.3 ３，５１０  1.5 

 建 物 １５１   １０４   １３５   

 車 両 運 搬 具 １６０   １４７   １６５   

 器 具 備 品 ３，３５１   ２，６９５   ３，２０９   

無 形 固 定 資 産 １，８７１  0.7 １４９  0.1 ９１  0.0 

ソ フ ト ウ ェ ア  １，７７５   ―   ―    

 電 話 加 入 権 ９６   １４９   ９１   

投資その他の資産 ６，７０６  2.7 ６，４１７  2.9 ７，２５７  3.2 

 投 資 有 価 証 券 ５，００８   ４，３５５   ４，８１０   

 長 期 前 払 費 用 ２２   ７０１   １，０１２   

 繰 延 税 金 資 産 ２１１   １０７   ６８   

 差 入 保 証 金 １，３１７   １，１８９   １，２５３   

 そ の 他 １４５   ６２   １１３   

資  産  合  計 ２５０，２６３  100.0 ２２３，１３８  100.0 ２２９，２１３  100.0 

 
 
 
 
 
 
 



 

- 23 - 

（単位 百万円） 
 

当中間会計期間末 
（2000 年 8 月 20 日現在） 
 

 
前中間会計期間末 
（1999 年 8月 20 日現在） 
 

前事業年度末 
（2000 年 2 月 20 日現在） 

         
期別 

 
科目 金  額 

 
構成比 
 

 
金  額 

 
構成比 

 
金  額 

 
構成比 

（負 債 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 負 債 ８２，４６４  32.9 ９９，０７５  44.4 ９７，９２２  42.7 

 買 掛 金 ２７，９５７   ２２，４５６    ２６，５８１   

 短 期 借 入 金 ３，０２３   ３９，９７９   １６，３８３   

 １年以内返済予定の長期借入金  ２７，８２０   ９，０２５   ２１，０９５   

 コマーシャルペーパー  １５，０００   ２０，０００   ２４，０００   

 未 払 金 ２，５１６   ２，４３９   １，９９８   

 未 払 法 人 税 等 ２，８９８   ２，１４３   ３，２２５   

 未 払 費 用 ８９６   ６９９   ７３４   

 割 賦 繰 延 利 益 １，１２４   １，０８０   １，０６４   

 前 受 収 益 ３２０   ３０２   ３１６   

 預 り 金 ３４４   ３１５   １，８９３   

 賞 与 引 当 金 １１２   １０６   １１０   

 そ の 他 ４５０   ５２８   ５１８   

固 定 負 債 １１３，３１４  45.3 ７５，７８６  34.0 ７９，９３３  34.9 

社     債  １０，０００   ―   ―   

 長 期 借 入 金 １０３，１３０    ７５，６００   ７９，７３０   

 退職給与引当金 ７７   ６２   ６６   

 役員退職慰労引当金 １０６   １２４   １３７   

負 債 合 計 １９５，７７９  78.2 １７４，８６１  78.4 １７７，８５６  77.6 

（資 本 の 部）       

 資 本 金 １５，４６６   6.2 １５，４６６   6.9 １５，４６６  6.7 

 資 本 準 備 金 １７，０４６  6.8 １７，０４６  7.6 １７，０４６  7.4 

 利 益 準 備 金 ３，２１６  1.3 ２，３６８  1.1 ２，４１６  1.1 

 その他の剰余金  １８，７５５  7.5 １３，３９４  6.0  １６，４２７  7.2 

  任 意 積 立 金  １１，１００   ７，９９５    ７，９９５   

 別 途 積 立 金   １０，９９５   ７，９９５   ７，９９５   

   特 別 償 却 準 備 金   １０５   ―   ―   

中間（当 期）未 処 分 利 益  ７，６５４   ５，３９９   ８，４３２   

資 本 合 計 ５４，４８４  21.8 ４８，２７６  21.6 ５１，３５７  22.4 

負 債 及 び 資 本 合 計 ２５０，２６３  100.0 ２２３，１３８  100.0 ２２９，２１３  100.0 
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中  間  損  益  計  算  書 

 
（単位 百万円，％）   

当中間会計期間 前中間会計期間 
自2000年 2 月 21日 自 1999年 2月 21日 
至 2000年 8 月 20日 至 1999年 8月 20日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 1999年 2 月 21日 
至 2000年 2 月 20日 

        期別 
 
科目 

金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

営 業 収 益 ２５，８０４ 100.0   ２２，４３６ 100.0 ４７，２８０ 100.0 

総合あっせん収益 ４，８７８         ４，３５２     ９，４６４   

個品あっせん収益 ４２   ６１   １０３   

融 資 収 益 １８，３２９   １５，７２６   ３３，０６５   

融 資 代 行 収 益 １，４９７   １，１８９    ２，５２４   

償却債権回収 益 １９４   １５７   ３３２   

そ の 他 収 益 ８５２   ９４１   １，７７５   

金 融 収 益 １０  ６  １４  

営 業 費 用 １９，３６２ 75.0 １７，５４０  78.2 ３５，３６９ 74.8 

 販売費及び一般管理費  １７，８５４  １６，２６０  ３２，７４０  

 金 融 費 用 １，５０８  １，２８０  ２，６２９  

 営 業 利 益 ６，４４１ 25.0 ４，８９５ 21.8 １１，９１０ 25.2 

営 業 外 収益 ２６８ 1.0 ２６９ 1.2 ３９３ 0.8 

受 取 配 当 金 ２５９  ２６５  ３８３  

  雑  益 ９  ４  ９  

営 業 外 費用 ３７ 0.1 ４１ 0.2 １６８ 0.3 

投資有価証券評価損 ５  １  ５  

  雑  損 ３１  ４０  １６２  

 経 常 利 益 ６，６７３ 25.9 ５，１２３ 22.8 １２，１３５ 25.7 

特 別 利 益 ― ― ― ― ７５ 0.2 

投資有価証券売却益 ―  ―  ７５  

特 別 損 失  ― ― ３ 0.0 １９ 0.1 

固定資産除却損  ―  ３  １９  

 税引前中間（当期）純利益 ６，６７３ 25.9 ５，１２０ 22.8 １２，１９１ 25.8 

 法人税、住民税及び事業税  ２，９１６ 11.3 ２，１３６ 9.5 ５，７７０ 12.2 

 法人税等調整 額   △ １２２ △0.4 ３００ 1.3 １８１ 0.4 

 中間（当期）純利益 ３，８８０ 15.0 ２，６８２ 12.0 ６，２３９ 13.2 

 前 期 繰 越 利 益 ３，７７４  ２，７１６  ２，７１６  

 中 間 配 当 額 ―  ―  ４７５  

  中間配当に伴う利益準備金積立額  ―  ―  ４７  

中間（当期）未処分利益 ７，６５４  ５，３９９  ８，４３２  
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＜中間財務諸表作成に関する基本となる事項＞ 
１．重要な資産の評価基準及び評価方法 
有価証券 

取引所の相場のある有価証券 
移動平均法による低価法（洗替え方式）によっております。 
その他の有価証券 
移動平均法による原価法によっております。 

 
２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
 経済的耐用年数に基づく定額法によっております。 
主な資産の経済的耐用年数として次の年数を採用しております。なお、括弧内は法人税法に定める耐用年数
であります。 ［器具備品］  ＣＤ機 ４年（５年） 

（２）無形固定資産（自社利用のソフトウェア） 
社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。 

   （追加情報） 
    前事業年度まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上しておりました自社利用のソフトウェアにつ

いては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員
会報告第12号 平成 11年 3月 31日）における経過措置の適用により、従来の会計処理を継続して採用し
ております。 

    ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示方法については、投資その他の資産の「長期前払費
用」から無形固定資産の「ソフトウェア」に科目名を変更し、減価償却の方法については、社内における
利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 

    なお、当中間会計期間に発生した自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費等に係る会計基準」
（企業会計審議会 平成 10 年 3 月 13日）に基づき、無形固定資産に「ソフトウェア」として計上し、上
記方法により償却を行っております。 

     
なお、減価償却費は、中間会計期間に所有する減価償却資産の年間減価償却費見積額を、期間に基づいて中間
会計期間に配分しております。 

 
３．繰延資産の処理方法 
   社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 
 
４．重要な引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
営業債権等の貸倒れによる損失に備え、過去の貸倒実績率を勘案した当社の定める一定の基準により算出し
た必要額を計上しております。 

（２）賞与引当金 
従業員に対する賞与に備え、支給見込額のうち当中間会計期間に対応する負担額を計上しております。 

（３）退職給与引当金 
勤続 10年未満の従業員に対する退職一時金に備え、中間会計期間末に在籍する従業員に対する事業年度繰 
入見積額（自己都合期末要支給額の 100%）の２分の１を計上しております。なお、勤続 10年以上の従業員 
に対する退職一時金及び年金については、イオングループ厚生年金基金（調整年金基金）から支給しており 
ます。 

（４）役員退職慰労引当金 
役員に対する退職慰労金の支給に備え、内規に基づき事業年度繰入見積額の２分の１を計上しております。 

 
５．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
（１）収益の計上基準 
総合あっせん 
（イ）加盟店手数料・・・・・・・・・・期日到来基準に基づき計上しております。 
（ロ）顧客手数料・・・・・・・・・・・残債方式による期日到来基準に基づき計上しております。 
個品あっせん 

   （イ）加盟店手数料・・・・・・・・・・期日到来基準に基づき計上しております。 
（ロ）顧客手数料・・・・・・・・・・・均分法による期日到来基準に基づき計上しております。 
融    資・・・・・・・・・・・・・残債方式による発生基準に基づき計上しております｡ 

 
 
（２）消費税等の会計処理方法 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
   ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払消費税等として投資その他の資産の「その他」に計上
し、法人税法の規定に定める期間で償却しております。 

（３）法人税及び住民税並びに事業税額の計上基準 
   法人税及び住民税並びに事業税は、中間会計期間を一事業年度とみなして中間申告を行うこととした場合の
税額を計上しております。なお、1999 年 2 月期より税効果会計を適用しております。 

 
＜注 記 事 項＞ 
（貸借対照表関係） 
１．割賦売掛金                            （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

総 合 あ っ せ ん ６３，７８４   ６４，７９４  ５８，６２７  

個 品 あ っ せ ん １，２１０   ９６９  ９６３  

合 計 ６４，９９５   

（３，０１０） 

６５，７６３  

（    ―） 

５９，５９１  

（４，６１６） 

  （注）括弧書きは、債権流動化に伴い当社が保有した信託受益権であり、割賦売掛金残高に含めてい 
     る金額であります。 
２．割賦繰延利益                              （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

総 合 あ っ せ ん １，０５１   １，０７８  １，０２７  

個 品 あ っ せ ん ７３   ２  ３７  

合 計 １，１２４  １，０８０  １，０６４  

   
３．有形固定資産の減価償却累計額                      （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

減 価 償 却 累 計 額 ４，８２１   ３，７５５  ４，２６２  

 
４．主な外貨建資産 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末  

外貨額 中間貸借対照表計上額 外貨額 中間貸借対照表計上額  外貨額 貸借対照表計上額 

投資有価証券 

91百万香港ﾄﾞﾙ 
69 百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ 
410 千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ 
8 百万台湾ﾄﾞﾙ 
1 百万人民元 

1,317百万円 
204百万円 
18百万円 
26百万円 
14百万円 

88 百万香港ﾄﾞﾙ 
24 百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ 
410 千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ 
 
 

1,281百万円 
73百万円 
18百万円 

 
 

88 百万香港ﾄﾞﾙ 
69 百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ 
410 千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ 
8 百万台湾ﾄﾞﾙ 
 

1,281百万円 
204百万円 
18百万円 
26百万円 
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５．偶発債務（借入債務保証額）                       （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

偶 発 債 務 
１，３４１  

（３８百万ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ） 
（７０百万台湾ﾄﾞﾙ） 

１，７３３  
（２９百万ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ） 
（２９９百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ） 

１，０１５  
（３４百万ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ） 
 

  （注）経営指導念書等 
     主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社として各社の健全な財政状態の維持責任を 

負うこと等を約した経営指導念書等を金融機関に対して差入れております。 
     なお、上記経営指導念書等のうち、「債務保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関 

する監査上の取扱い」（平成11年 2 月 22日 日本公認会計士協会監査委員会報告第 61号） 
に基づく保証類似行為に該当するものはありません。 

 
（損益計算書関係） 
 
１．部門別取扱高 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 
自 2000年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 自 1999 年 2月 21日 

至 2000年 8 月 20日 至 1999年 8 月 20日 至 2000 年 2月 20日 

     期別 
 
 
科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

総 合 あ っ せ ん ２３４，２５２ 51.6 １９７，９０３ 50.9 ４２９，８２１ 52.0 

個 品 あ っ せ ん １，１１３ 0.3 １，０２６ 0.3 ２，０７１ 0.3 

融 資 １１５，４３４ 25.4 ９８，１７４ 25.3 ２０４，６４１ 24.8 

融 資 代 行 １０３，２６６ 22.7 ８９，３６９ 23.0 １８５，３９６ 22.4 

そ の 他 ２６ 0.0 ２，１１３ 0.5 ４，４３９ 0.5 

合 計 ４５４，０９２ 100.0 ３８８，５８８ 100.0 ８２６，３７０ 100.0 

 （注）従来、「その他」に含めておりました集金代行については、当中間会計期間より取扱高に含めて表示し 
ないことにいたしました。なお、当該金額は、前中間会計期間で 1,869百万円、前事業年度で4,017 

百万円であります。 
 
２．減価償却実施額 
    当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

有形固定資産 ６１８百万円 

ソフトウェア ２２３百万円 

５５８百万円 

―百万円 

１，２３２百万円 

―百万円 

合    計 ８４２百万円 ５５８百万円 １，２３２百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

- 28 - 

 
 

リ  ー  ス  取  引 
   （単位 百万円）   

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 
自2000年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 自 1999年 2 月 21日 

至 2000年 8 月 20日 至 1999年 8 月 20日 至 2000年 2 月 20日 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 器具備品 

取得価額相当額 ４  

減価償却累計額相当額 ３  

中間期末残高相当額 ０  

なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込み法

によっております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内      ０ 

１ 年 超      ― 

合 計       ０ 

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中間期末

残高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法によっておりま

す。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 器具備品 

取得価額相当額 ４  

減価償却累計額相当額 ２  

中間期末残高相当額 １  

なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込み法

によっております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内      ０ 

１ 年 超      ０ 

合 計       １ 

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中間期末

残高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法によっておりま

す。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 器具備品 

取得価額相当額   ４ 

減価償却累計額相当額   ３ 

期末残高相当額   １ 

 

なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割

合が低いため、支払利子込み法によ

っております。 

②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内      ０ 

１ 年 超      ０ 

合 計       １ 

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 ０ 支 払 リ ー ス 料 ０  支 払 リ ー ス 料 ０ 

減価償却費相当額 ０  減価償却費相当額 ０  減価償却費相当額 ０ 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。 

オペレーティング・リース取引 

            

  

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。 

オペレーティング・リース取引 

 借主側 

 未経過リース料 

１年以内      ３ 

１ 年 超      ２ 

 合 計            ５ 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。 

オペレーティング・リース取引 
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有 価 証 券 の 時 価 等 
  

（単位 百万円）   

前中間会計期間末 
（1999 年 8月 20 日現在） 

前事業年度末 
（2000 年 2 月 20 日現在） 

 

中間貸借対照表計上額 時  価 評 価 損 益 貸借対照表計上額 時  価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの       
  株  式 1  2    0  0  0  △  0  
  債  券 ―  ―  ―  ―  ―  ―  
  そ の 他 ―  ―  ―  ―  ―  ―  

  小 計 1  2    0  0  0  △  0  

固定資産に属するもの       
株  式 3,532   14,545  11,013  3,565  13,540  9,975  
債  券 ―  ―  ―  ―  ―  ―  
そ の 他 ―  ―  ―  ―  ―  ―  

小 計 3,532  14,545    11,013  3,565  13,540   9,975  

合  計 3,533  14,547  11,013  3,566  13,541  9,974  
（注）１．時価等の算定方法 
     上 場 有 価 証 券 ･････主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 
     店頭売買有価証券 ･････日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 
   ２．流動資産の株式は、全て自己株式であります。 
    ３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

 前中間会計期間末 前事業年度末 
固 定 資 産 
 非上場株式（店頭売買株式除く） 

 
823 百万円 

 
1,244 百万円 

   

    
※当中間会計期間末については、連結ベースの「有価証券の時価等」として中間連結財務諸表の注記として記載し
ておりますので、当社単独の「有価証券の時価等」は作成しておりません。（18 頁参照） 
 なお、上記記載の「有価証券の時価等」には、AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD．（連結子会社）の株式評
価益として、前中間会計期間末で 8,542百万円、前事業年度末で 6,532百万円が含まれております。 
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デ リ バ テ ィ ブ 取 引 

  
 
 
取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 金利関連 

（単位 百万円）    
前中間会計期間末 
（1999 年 8 月 20 日現在） 

前事業年度末 
（2000 年 2 月 20 日現在） 

契約額等 契約額等 

  うち１年超 
時  価 評価損益 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

金利キャップ取引 

買     建 

 

 

2,000  

 

44,000  

（770） 

 

 

2,000  

 

44,000  

(770) 

 

 

△68  

 

  

515  

 

 

△68  

 

 

△255  

 

 

2,000  

 

44,000  

（648） 

 

 

1,000  

 

44,000  

(648) 

 

 

△ 2  

 

  

204  

 

 

△ 2  

 

 

△443  

合   計 46,000  
  （770） 

46,000  
(770) 

446  △323  46,000  
  （648） 

45,000  
  （648） 

201  △446  

（注）１．（ ）内は、キャップ料の貸借対照表計上額であります。 
２．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 
 

※当中間会計期間末については、連結ベースでの「デリバティブ取引」として中間連結財務諸表の注記として記載
しておりますので、当社単独の「デリバティブ取引」は作成しておりません。（19頁参照） 




